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基調報告 わが国における自然エネルギー関連施策及び利用状況 

       ～福島第一原子力発電所事故後の経過を中心に～ 

報告者  福島県弁護士会自然エネルギー推進検討プロジェクトチーム 幹事 川端茂樹 

 

川端委員 

  ただ今ご紹介にあずかりました、福島県弁護士会自然エネルギー推進検討プロジェク

トチームの幹事を務めております川端茂樹と申します。 

  我が国における自然エネルギーの関

連施策及び利用状況、特に第一原子力

発電所事故後の状況を報告させていた

だきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 

  まず、自然エネルギーとは何かとの

説明させていただきます。自然エネル

ギーとは、太陽光・風力等の無限に供給され続け、あるいはバイオマスのような消費と

同時に、十分な速度でエネルギー限を補充していくことが可能なエネルギー源のことを

指します。再生可能エネルギーということもほぼ同じような意味で用いられています。

これに対して、石油・ガス・ウラン等のエネルギー源は自然界に存在するものではあり

ますが、消費量に比してその供給が遅く枯渇性エネルギーと呼ばれております。 

  ではなぜ、自然エネルギーが必要となってくるのでしょうか？まず、原子力利用の問

題点から挙げさせていただきます。 

   この点につきましては、原子力発電所の事故が発生したことから明らかであります。

広い地域に避難、被ばく、財産や営業、雇用等様々な面におきまして重大な人権侵害を

発生させています。そして、その人権侵害は、極めて長期的に継続しています。そのた

め、原子力利用を続けるといった選択肢はあり得ないと言っていいと思います。 

    また、化石燃料による発電も、化石燃料が枯渇性のエネルギーであることから、将来

的には不可能になってしまいます。また、CO2 排出による地球温暖化、地球温暖化による

水資源の枯渇、あるいは熱中症等の健康リスクの上昇等、将来世代に、重大な悪影響を

与える危険性があります。 

  つまり、原子力・化石燃料共に、人権侵害につながる危険性があると言えると思いま

す。このようなことから、持続可能なエネルギー社会の実現のためには、自然エネルギ

ーをこれらのエネルギーの代替エネルギーとして、中心にしていく必要があります。 

  ここで、自然エネルギーの特徴について説明したいと思います。まず、自然エネルギ

ーの特徴として、自然界に広く薄く分布していることが挙げられます。そのため、化石

燃料や原子力のように大規模に集約し大規模な発電をすることには向いておりません。
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しかしこのことは、デメリットではなく大規模災害時のリスク低減、あるいは輸送によ

るエネルギーロスを防ぐといったメリットにもなりうる点です。 

  また、地域の特質によって導入可能なエネルギー源の種類、ポテンシャルに差異があ

り、また、季節や気象条件等により発電量が大きく変動するといったことも特徴です。

例えば、太陽光発電では日照時間に比例することになるため、天候や季節により大きく

左右されてしまうことになります。他方、地熱発電のように変動が少なく安定した自然

エネルギーもあります。 

 

    このような特徴を持つ自然エネルギーですが、自然エネルギーのみで我が国が必要と

するエネルギーを賄うことが可能なのかといった点が問題となります。そこで、２０１

２年の年間発電量の実績、導入ポテンシャル・導入可能量から検討したいと思います。 

  ここで導入ポテンシャルというのは、事実的な制約を考慮し現在利用可能と思われる

自然エネルギーの資源量のことです。導入可能量とは、この導入ポテンシャルからさら

に事業収支等も考慮し、現実的に具現化が期待されるエネルギーの資源量です。 

  これらをまとめたのが、このグラフになります。 

上から、２０１

２年の年間発電

量実績、そして導

入 ポ テ ン シ ャ

ル・導入可能量を

比較したもので

す。いずれも我が

国が必要とする

電力をはるかに

上回っています。

そして今後は、技術の革新あるいは規制緩和により、導入ポテンシャルや導入可能量は

さらに増大することが見込まれます。そのため、今後自然エネルギーの利用を中核とし

ていくことは、十分に可能であると言えると思います。 

   もちろん社会で利用されるエネルギーは電力だけではありません。しかし、熱利用に

関していえば太陽熱あるいは、地中熱の利用により十分賄うことが可能です。また、輸

送燃料につきましても、自然エネルギーを利用し、発電した電気の利用、あるいは、電

気による水素の製造、そして、さらなる技術の革新が進むことも予想されることから、

今後社会に必要なエネルギーを原子力でも化石燃料でもなく、自然エネルギーを中核と

して進めていくことは十分に可能であると考えられます。 

 

  しかし当然自然エネルギーの導入に当たっては、課題も少なくありません。真っ先に
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挙げられるのは、コストの問題です。こちらの表をご覧になってください。 

 

まず、この緑色

の線で囲まれた部

分が、自然エネル

ギーにかかる１ｋ

ｗｈあたりのコス

トです。概ね、発

電コストが１ｋｗ

h あたり２０円超

ということになっ

ています。これに

対しまして赤線で囲まれた部分、化石燃料等の発電コストは約１０円程度となっており、

現在のところ自然エネルギーは化石燃料の２倍以上のコストがかかってしまうという点

は、大きな課題であると言えます。しかし、このコスト面に関しては、原子力につきま

しては事故後の損害賠償等を考慮した数字ではありません。また化石燃料の発電につき

ましても、今後資源の枯渇により燃料の高騰といったことも懸念されることではあり、

今後は変動する恐れがあることを付言します。 

 

  二つ目の課題としては、既存利益との衝突という点が挙げられます。具体的には、発

電設備による騒音、あるいは景観・バードストライク等による生態系の影響といったこ

とが挙げられます。地熱発電に

おいては、他の温泉への影響す

る可能性があるといった点が懸

念されているところでありま

す。近年は、急増している太陽

光発電設備からの騒音が問題と

なることが多くなっています。

風力発電と異なり、太陽光発電

設備からの騒音というとイメージしづらいかと思いますが、パネルからの音ではなく電

力を変換するための機器、パワーコンディショナーからの騒音といった問題が発生して

おります。 

  次に、法的規制の複雑さもハードルを高くしている課題の一つです。設備を設置する

にあたっては、ご覧のように多くの規制をクリアしていかなければいけません。この点

詳細については、基調報告書第３章をご参照頂ければと思います。 
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  このような自然エネルギーの特徴や課題を前提とすると、地域主体との取組が重要に

なってきます。 

  まず、自然エネルギーの特質で

説明しました通り、自然エネルギ

ーは、自然界に広く薄く分布して

います。そして、導入可能なエネ

ルギー源の種類やポテンシャル

は地域により差があります。この

ようなことを踏まえますと、現地

の状況を十分に理解している地

元の住民・企業、あるいは自治体等が中心となって現地の状況を即して利用するのが望

ましいと言えます。 

  そして地域主体による取り組みというのは、地域の活性化にも繋がっていきます。化

石燃料等を利用することは、基本的に地域外の資源を利用することになります。そのた

め、いわばエネルギーを輸入で賄っているような状態であり、地域において貿易赤字と

いった形になってしまうため、所得が流出してしまう状態となってしまいます。 

  しかし、自然エネルギーの利用であれば元々その地域にある資源を利用するというこ

とになりますので、所得が流出することなく、エネルギーを加工・消費することにより

その恩恵は地域経済の循環に取り組まれることになります。そのため、地域経済循環が

活発化するといったことが期待されます。 

  この点、コミュニティパワーという考え方が近年話題になっております。コミュニテ

ィパワーは、地域の人々が、オーナーシップを持って進める自然エネルギーの取り組み

のことを指します。この取り組みによれば、その地域に恩恵がもたらされることは確実

であり、世界的にも新たな潮流をつくり出しています。 

  その他にも、地産地消を行うことによっては輸送によるエネルギーロス、燃料等の輸

送に係るエネルギーや費用、送電線の配置あるいは送電に伴う電力の喪失といったこと

も抑えることが出来ます。 

  また、東日本大震災において明らかになったとおり、大規模発電所の事故により、電

力供給がストップしてしまうといったリスクも、各地で発電することにより分散・低減

化することができます。 

 

  では、原発事故をふまえた我が国の取組について説明させていただきます。  

  まず、将来的なエネルギービジョンとして、２０１４年にあらたなエネルギー基本計

画が策定されました。内容としましては、従来は電力供給の安定性や経済性といったこ

とを重視していましたが、原発事故を踏まえ安全性・国際性・経済成長といった視点を

含んだ内容になっています。しかし、具体的な数値等が明示されておらず、また、将来
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的なエネルギーのビジョンとして

も 2030 年に 20％といった水準に

とどまっています。現在、我が国

においては 4％程度が自然エネル

ギーで賄われており、20％と聞く

と、大きい目標のように思えます

が諸外国はすでに 20％を超えて

いる国も多くあり、この基準は低

いものと言わざるを得ません。 

 

  またベストミックスと呼ばれる政府の想定する電源構成比の割合にも不十分さがあり

ます。こちらの表をご覧になってください。 

こちらの表によりますと、

化石燃料が約 60％・原子力が

約 20％、そして自然エネルギ

ー約20％といった電源構成割

合を想定しています。つまり、

枯渇性の資源・原子力頼みの

計画となっています。そのた

め、このような計画では持続

可能なエネルギー社会に向け

た目標としては不十分である

と言わざるを得ません。 

 

  個別的な政策としては、固定価格買取制度が挙げられます。こちらについては、追っ

て詳細な説明をしたいと思います。 

  そして、次に挙げられるのは、電力システムの広域化・中立化です。現在、日本では、

送配電・発電・小売部門を垂直統

合的に一貫体制で経営している状

態です。いわば、地域において製

造・輸送・小売りを一社で行って

いる状態であり、地域を独占して

いる状態です。そのため、仮に新

規参入業者が現れても送配電網の

利用により大きな格差が生じる恐

れがあり、新規参入を妨げてしまいます。 
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  そこで、このような状況を解消するため、電力系統の広域運用あるいは発電等の全面

自由化、送配電部門の中立化といった政策が進められています。平成２７年６月１７日

に新たな法案も通過しており、現在進行形で進んでいる政策です。 

 

  また、発電設備設置に関して、厳しい規制を緩和するといった動きも出ています。代

表的なものは、農地法の規制緩和です。これにより、農地を発電施設へ転換するといっ

たハードルが下がりました。さらに耕作中の農地に発電施設を併設するソーラーシェア

リングと呼ばれる発電も可能となりました。 

  こちらの写真をご覧ください。

こちらは、ブルーベリー畑の上で

太陽光発電を同時並行的に行っ

ています。 

  また、環境アセスメント手続き

の迅速化により、稼働までの時間

が短縮される等、様々な制度改正

が行われています。 

  その他にも、自然エネルギー導入促進のための積極策として、助成支援制度の設立さ

れ、補助金や融資、また税制優遇といった形で支援するといったことも進められていま

す。 

 

  では、導入推進に向けた政策の目玉ともいえる固定価格買取制度について説明したい

と思います。 

  固定価格買取制度は、２０１２

年８月に施行され、太陽光の自然

エネルギーにより発電された電

気につき、電気事業者に国が定め

た調達価格・調達期間で買い取る

ことを義務づける制度です。自然

エネルギーの発電を行うにあた

っては、多額の初期投資費用がかかりますが、この制度により発電事業者は長期の期間

にわたり、一定の価格で買い取ってもらえることが保障されることになり、多額の投資

費用を安定的に回収することが可能となります。この制度により、自然エネルギー発電

への投資が容易になり、自然エネルギー発電を普及させるといった狙いがあります。 

  例えば、平成２７年７月現在、太陽光であれば２０年間にわたり１ｋｗあたり２７円

で買い取ってもらえることになっています。平成２４年段階では１ｋｗあたり４０円で

したが、普及が進んだことにより、条件は変動し低い設定となっています。この価格は、



7 
 

初めに説明しましたとおり、化石燃料等のコストより高いものであります。そして、こ

の差額は、結局は利用者の負担に転嫁されています。これが賦課金と呼ばれております。

みなさんの家庭の電気料金の明細書にも書かれていると思いますが、１ｋｗあたり１．

５８円、一般家庭では一月あたり４７４円の負担になっています。つまり、買取価格を

上げるということは自然エネルギーを普及させる観点からは望ましいことですが、他方、

結局その負担は消費者に転嫁されてしまいます。そのため、この両者のバランスをとる

ことが非常に重要になってきます。 

 次に、固定価格買取制度を利用するにあたっての流れも説明させていただきます。 

 まず、経産産業省に発電設備の認定、計画書段階で認定してもらうことになります。

そして、その認定が下りた後、電力会社と接続契約の申込み、また売電、電気を売る契

約をします。この接続契約の締結時に、調達価格・買取価格が決定します。その後工事

を開始して、設備が完成して稼働したのち売電が開始されるといった流れになっていま

す。 

 

 そして、固定価格買取制度による実績ですが、設備量が急増しました。制度開始以前

と比べると、運転を開始した設備は、制度開始前の約４倍のペースで増加しています。

具体的には、２００１年段階で我が国において自然エネルギーの占める割合は、わずか

０．７％、１０年経った２０１１

年においても０．４％しか伸びず

に１．１％でした。しかし、２０

１４年には４．２％まで急激な伸

びをみせています。そして、当然

設備が増加したことにより、発電

量も増加しております。 

 これは、試算にはなりますが、

２０１４年には約２１０億ｋｗの発電が可能となっています。この数字だけではちょっ

とイメージしづらいと思うのですが、原子力発電所の年間発電量が約９０億ｋｗである

ということに比べれば、２基分以上は現在自然エネルギー発電の設備により発電するこ

とが可能となっているということが言えます。 

 

 そして、地元である福島県に特

に着目した数字を挙げさせていた

だきます。まず、稼働前の設備の

認定を受けた設備の容量、すなわ

ち認定容量は、４３９万ｋｗと全

国２位の数字です。これは約１５
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０万世帯分の電力を賄えることになります。特に福島県においては、太陽光が進んでお

り認定容量は４３５万ｋｗ、これは全国１位の数字です。ちなみに東北では、宮城県が

全国４位の数字です。市町村単位では、仙台市が全国２位となっており、かなり導入が

進んでいます。東北地方は、風力発電においても青森県が全国１位、水力発電において

も岩手県が全国 1 位となっており、設備認定はかなり進んでいる地域であります。 

 しかし、導入容量、実際に運転を開始している発電設備の規模では、福島県は、１９

万ｋｗと全国２２位とあまり高い数字ではありません。これは、設備認定は進んでいる

ものの、実際に稼働している設備が少ないといったことを示しており、東北地方におけ

る課題です。 

 ただし、認定設備があるということは、これから稼働が進めば発電の量も十分増えて

いくという意味で、伸びしろは十分に期待できるといったことが言えます。 

 

 次に、自然エネルギー利用推進にむけた社会的な課題を挙げていきたいと思います。 

 一つは、持続可能なエネルギー

社会の実現のためには社会の合意

が必ず必要になります。まずはコ

スト負担です。自然エネルギーは、

先ほど説明しました通りコストが

非常に高く、結局は消費者に転嫁

されるものであります。そのため

消費者の理解が必要になります。 

 そして、これらを具体化するための法制度、具体的には炭素課税あるいは自然エネル

ギーの利用義務の導入、こういったことをするためにも社会の合意が不可欠になってき

ます。 

 また、既存利益との衝突・騒音や景観、生態系への影響、そういった利益との調整と

いったことも必要になってきます。 

 さらに、省エネルギーの必要も出てきます。これは技術の進歩や普及だけでなく、新

しい社会の実現のためには生活や経済活動のあり方そのものから見直していく必要があ

ります。この点についても、社会的な合意ということが必要になってきます。 

 そして、このような社会的な合意形成に向けて手法としてどのようなものがあるか。

まずは、こちらも地域主体の取組があげられます。地域主体の取組によれば住民が自然

エネルギー利用や省エネルギーについて考える機会が増える。このことにより社会的な

合意を高めることに寄与するといったことが考えられます。 

 また、地域主体の取組によれば関係者間の信頼関係も醸成されやすく、既存利益との

調整もはかりやすいといったことが挙げられます。そして、持続可能なエネルギー社会

実現のためには３０年～４０年といった長期的な目標が必要となります。とりわけ、将
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来世代に対する啓発・教育活動の充実は不可欠なものであります。 

 そして、現在、自然エネルギーの導入にあたり理工系の専門家が多く関わっていると

ころでありますが、社会学や政治学・経済学・そして法学といった社会科学の研究者や

実務家等においても自然エネルギー事業に関わりを持っていき、自然エネルギーに取組

む人材の裾野を広げていく必要があります。 

 

 最後に、自然エネルギー導入に向け弁護士の役割について述べさせていただきます。 

 まずは、法の専門家として、

法的規制のアドバイスをするこ

とが挙げられます。先に述べま

した通り、発電設備設置にあた

っては、複雑な規制を多くクリ

アしなければならず、そのため

のアドバイスが必要になってき

ます。また、発電設備は現在使

用されていない土地上に作るといったことが有益であると考えられますが、土地の権利

関係の整理、特に権利者が死亡して所有者が不明である場合などの整理といった場面で、

弁護士の役割が生じてきます。また、太陽光発電が普及したことにより、日照権につい

ての新たな問題も出てきています。 

 そして、契約内容についてのトラブルが生じる場面も想定されます。売電契約にあた

っては現在電力会社側から一方的に買い取りを抑制できる場合がある旨の条項が設けら

れていますが、その際の上限日数が１年間で３０日以内と規定されているところ、１年

間の区切りが定義されておらず、また、１日をどのようにカウントするか等、不明確な

点が多い点が問題視されています。また、発電ができなくなったことに対する補償の算

定方法も具体的に規定されておりません。このような場面においては、争いが生じた場

合、現在特段の仲裁機関も存しないことから、弁護士の役割が生じてきます。 

 最後に、エネルギー問題は人権問題に関わるといったことを述べさせていただきます。

先に述べました通り、原子力は甚大かつ長期的に継続する人権侵害を招きます。さらに

化石燃料は、将来の世代に重大な悪影響を与えるものであり、将来の世代における人権

の基盤を失わせるものです。 

 そのため、自然エネルギーを導入し、持続可能なエネルギー社会を構築するというこ

とは、人権に関わる問題であるということを意識し、将来世代に向けた我々の世代のな

すべき責任であり、そして弁護士として使命に関係する問題であるという意識を持って

取組む必要性があると認識すべきといえます。 

 以上で、私からの報告は終了とさせていただきます。 

 ご清聴ありがとうございました。 



講演 「土湯温泉町の復興と再生可能エネルギーへの取組み」

講師 株式会社元気アップつちゆ 代表取締役社長 加藤勝一 氏

司会

それでは、講演に入ります。始めに、株式会社元気アップつちゆ代表取締役社

長 加藤勝一様より、「土湯温泉町の復興と再生可能エネルギーへの取組み」と

いう演題でご講演をいただきます。

福島市の土湯温泉では、震災と風評被害からの復旧復興のため豊富にある温泉

熱、河川水による再生可能エネルギー事業で地域の活性化を目指しています。既

に本年４月に小水力発電が稼働を開始し、本年８月には地熱バイナリ―発電が試

験稼働開始予定であるとお聞きしております。

本日は、これまでの取組の中心となってこられた加藤様に、事業の内容や将来

の展望、地域事業者にとっての課題などをご経験に基づきお話しいただきます。

それでは加藤様、よろしくお願いいたします。

講師 加藤勝一 氏

ただ今ご紹介をいただきまし

た、株式会社元気アップつちゆ

の代表を務めさせていただいて

おります、加藤勝一と申しま

す。

改めまして、おはようござい

ます。今日は、東北弁護士会連

合会の方々、大会をこの福島で

開催され、大変おめでとうござ

います。また福島の地へようこ

そお越しいただきました。

まさに、皆さん方は東北の支え、ひいてはこの日本を支えて頂いている方々であ

り、このように一堂に会していただいて勉強を含めて大会を開くということについ

て、大きな意義があるんだろうという風に思っております。

ただいまご紹介頂きましたけれども、私もこういった機会を頂いて取組みをご紹

介をさせていただくことは、大変光栄なことだというふうに感じております。限ら

れた時間ですけれども、お話をさせて頂きたいと思いますのでどうかよろしくお願

いいたします。

本日は、テーマにありますとおり、東日本大震災と原発事故から土湯温泉町がど

ういうことで復興・再生を今果たそうとしているかについて、ご紹介をさせて頂き

ます。これは、株式会社元気アップつちゆ、土湯温泉エナジー、土湯清流エナジー

という３つの会社で取組んでいるところであります。後程、スキーム等々も含めて

1
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ご紹介させていただきたいと思います。

ここで、土湯温泉へお越し頂

いた方いらっしゃいますでしょ

うかね？（会場内で挙手あり）

はい、ありがとうございます。

土湯温泉町は、福島市内から

南西だいたい１６キロ、車です

と２０分くらいのところにあり

ます。

磐梯朝日国立公園が山形から

ずっと続いておりますけれど

も、その南端の方であり、土湯

温泉は国立公園の一部に入って

おります。

ご承知のように非常に狭隘な所に温泉街が展開しておりまして、景観もいい、ま

た温泉の量も個人の源泉、組合の源泉も含めてだいたい１分間に２０００ℓ（２ト

ン）ぐらいの豊富な温泉で、泉質も優れております。そういったところから環境省

の国民保養温泉地の指定をいただいております。

もう一つご紹介しますと、土

湯温泉の伝統文化として「こけ

し」があります。

お隣の宮城県にも遠刈田、鳴

子がありますけれども、土湯も

東北３大こけしの発祥地となり

ます。最近は、こけしの第三次

ブームということで、こけしを

愛して頂く方が大変増えており

ます。
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土湯の温泉ですが、温泉街に

は、「温銭湯 中乃湯」という

公衆浴場が一つあります。

それから足湯が５か所。

温泉は、湯遊つちゆ温泉協同

組合が管理をしておりまして、

だいたい１７本の源泉があり、

そのうち主要源泉は４か所とい

うことになります。

右下の写真は、最近、去年の

５月にできた足湯ですけれど

も、東日本大震災後、雅子様が

平成２４年皇居の新年新春歌会始めに「春あさき林あゆめば仁田沼の岸辺に群れて

みづばせう咲く」という仁田沼という土湯の沼を散策された時の歌を歌って頂いた

ので、それを記念してここにその歌の記念碑を造っております。

そんな土湯 温泉ですけれど

も、東日本大震災で大きな影響

を受けました。土湯も震度６強

でしたね。

温泉街では主要な旅館が崩落

してしまいました。

震災前は１６件の旅館が営業

しておりましたけれども、震災

によって最終的には５件が廃業

に追い込まれ、１１件に減って

しまったとい う状況がありま

す。
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そのような状況で、このまま

いったら土湯温泉はもう大変な

ことになる、土湯が消滅してし

まうんじゃないかという危機感

があって、地元の有志が声かけ

をしまして、震災の年の１０

月、震災の７か月後に土湯温泉

町復興再生協議会を作らさせて

いただきました。

これはその時の写真なんです

けれども、基本テーマは「訪ね

観る 誰もが憩う 光るまち」

ということにしました。ここに観るということと、光。「観光」という文字をここ

に敢えて入れさせて頂いて、土湯温泉町は将来的にも全国からまた大勢の方にお越

しいただけるような、そういう観光地にしていこうという想いをここに込めまし

た。

そのあと、復興再生協議会は

震災の年から５年、２０１５年

（今年）が最終年度ですので、

発展的、具体的な事業を進める

ということで発展的に解消しま

して、昨年の６月、復興再生協

議会を継続する形で「土湯温泉

町まちづくり協議会」という組

織に衣替えをしました。

これは、地元福島市の行政、

と地元、学識経験者といった方

々を主体にして発足したもので

す。
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復興再生協議会やまちづくり

協議会が、どういうことを目標

にしたかというのがこの３点で

す。

重要なポイントはまず、地域

資源の新たな活用を図りましょ

う、ということです。その中

に、１つは福島市との協働によ

る都市再生整備計画がありま

す。これは、国の国土交通省の

補助金を使う事業になっていま

す。

２つ目は、高温の温泉を活用した、まさに地域資源としての温泉を活用した、発

電事業・バイナリー発電事業に取り組むというものです。

３つ目は、砂防堰堤の活用です。土湯は昭和１１年から国の国土交通省の直轄の

砂防地域に指定されており、温泉街にはなんと３５か所の砂防堰堤があります。そ

れらを利用して小水力発電事業に取り組むというものです。

大きくはこの３つで復興再生に取り組むことを目指してスタートいたしました。

都市再生整備事業の大きな図

面になります。コンセプトは、

「こけし育む 健康湯の里 土

湯温泉」で、１４年度から１９

年度まで事業費２１億円をかけ

て町を復活させようというもの

です。

この都市再生整備事業という

のは、震災で廃業した旅館やそ

の敷地を使って、公共の駐車場

を整備したり、観光交流センタ

ーを整備したり、公衆浴場を整

備したり、そういったことが大きな内容になっています。
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これは駐車場の状況。こんな風に平面利

用をしていこうというものです。

それからこれは、公衆浴場です。まぁ一

応パースですが、イメージは道後温泉の

「坊ちゃんの湯」に負けないようなものを

作りたいというのがあります。「千と千尋

の神隠し」の湯屋みたいなものだと、土湯

温泉の湯治場的な雰囲気にも合うんじゃな

いかと今計画を進めております。

それから、既存の旅館建物を使った町お

こしセンター。この使う旅館建物の入口に

は、間欠泉が出ています。土湯温泉で唯一

飲泉、要するに飲める温泉を持っている旅

館建物ですので、それを利用して間欠泉の

モニュメント、飲泉なんかも整備したいと

考えています。

２番３番の再生可能エネルギ

ーのまちづくりの事業化の要点

をここに７点ほどまとめてみま

した。

これまでの観光資源だけでは

将来が見通せない。たしかに今

までは、温泉が豊富、旅館・ホ

テルが立派、食べ物も特色があ

る、そういうことが温泉観光地

して一番の売りだったわけで

す。もちろんそういうことは、
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どんどんこれからブラッシュアップをして進めていかなくてはいかないと思います

けれども、それだけでは東日本大震災に引き続いた原発事故の風評を払拭すること

はなかなか難しいのではないかというところです。

ですから、これまでの観光資源だけでは将来が見通せないということが、この再

生可能エネルギーによるまちづくりの必要性を引き出したということです。

それから、産業観光を創出することで、多様な可能性を生み出すことができると

いうことです。

県も２０４０年に再生エネ１００％というのを打ち出しております。

それから、土湯の地域には温泉や砂防ダムなど、再生エネに関する固有の資源が

あるということです。

そして、そういった復興再生の先駆的なモデル地域を目指したいということで

す。確かに、震災と原発事故というのは大きなピンチでありましたけれども、震災

以前も全国の温泉観光地は結構苦労して、課題を抱えながらやってきてました。旅

の形態が変わったとか、それから考えが変わったとかそういったことが要因だと思

っております。ですから、復興前の姿にただ単に戻すということではなくて、それ

を超えるような、ひいては全国の温泉観光地のモデルとなるような地域を土湯温泉

は目指すべきではないか、と目標を大きく掲げました。

当然、そういったことで新たな雇用を生み出し、地域を活性化できると考えられ

ます。

そして最終的には、今まで震災で精神的にも肉体的にも疲弊し、原発事故で将来

の見通しが立たない、そういったところに、再生可能エネルギーによって夢と希望

を大きく広げることができるのではないかというふうに、まちづくりの要点を考え

て進めました。
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これは、事業のスキームで

す。一つは事業主体をどうする

かという問題があります。

土湯温泉復興再生協議会、今

は土湯温泉まちづくり協議会に

なっていますけれども、そこが

提言をしたのは、土湯で事業主

体となり得るのは、ＮＰＯ法人

が１つ、それから協同組合、そ

して旅館などの事業を行う法人

という３つだが、これらの組織

は危機的な状況に対応すること

にはどうしても慣れていないことから、新たな事業主体が必要ではないかと打ち出

しました。

その提言に基づいて、地元のＮＰＯ法人土湯温泉観光まちづくり協議会、これが

１０％２００万円、湯遊つちゆ温泉協同組合、ここが９０％１８００万を出資し

て、合計２０００万で復興事業主体の「株式会社元気アップつちゆ」という会社を

設立しました。

次に事業資金をクリアする必要がありましたが、株式会社元気アップつちゆはま

さに昨日今日できた会社で、担保となる財産も何も持っていないということから、

金融機関からどのように融資を受けるかということで、非常に大きな課題がありま

した。

けれども、地熱バイナリー発電について、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物

資源機構「JOGMEC」というところが地熱発電事業のための融資の８０％を債務保証

してくれるということが決まりまして、この債務保証を受けることが前提となっ

て、地元の金融機関と日本金融政策公庫が協調融資をしてくれて、全体を賄うこと

ができました。

そして、株式会社元気アップつちゆというのが主体でありますけれども、そこが

出資をして温泉の方は土湯温泉エナジー株式会社、小水力の方は土湯清流エナジー

株式会社を設立して、今スタートしております。

以上が事業のスキームの概要です。
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２番目の地熱バイナリー発電

事業ですが、これが発電施設

で、ようやくこの形が見えてき

て、来月８月の末には試運転を

開始できるようになっていま

す。

発電機が設置される前の状況

はこのようなものでした。これ

は造湯槽、源泉のタンクです

ね。この１６号源泉は、だいた

い地下１１３ｍぐらいで、そう

深くないんです。そこからだい

たい４気圧ぐらい、１時間に３

３トンぐらいの熱と蒸気が出て

ます。それを利用しようという

ものです。

地熱発電は大きく分けて２つ

あり、ひとつは、蒸気フラッシ

ュ発電、そして私共が手掛ける

バイナリーサイクル発電があり

ます。蒸気フラッシュというの

は色々な方式がありますけれど

も、いずれにしても、今日本で

進んでいる発電方式はこの上記

フラッシュ発電です。福島県内

でも、柳津の西山という所に６

５０００ｋＷの発電所がありま

して、東北地方ですと岩手県が

やっぱり圧倒的に多いですね。八幡平、葛根田、松川などの周辺を中心に、蒸気フ
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ラッシュ発電があります。

これに対してバイナリーサイクル発電というのは、まだ国内では少なく、実用化

できているのは土湯ができたとして３か所。３番目というふうに我々は思っていま

す。これまでは九州に２か所でしたから、九州以北ですと土湯が初めてということ

になりますし、温泉観光地としてみれば全国初ということになります。ランキンサ

ンクルとカリーナサイクルというのがありますが、これは要するに熱交換する媒体

の違いです。カリーナサイクルは媒体にアンモニアを使うもので、これは新潟県十

日町の松之山温泉で、産総研とか環境省が実証実験をやっている発電方式です。

土湯温泉町の１６号源泉にお

けるバイナリー発電フローはこ

のようなものです。

まず２層流、蒸気と熱水の２

つ使います。１時間で３７．２

トン、１３９℃の温泉と蒸気を

使って、それをセパレータ、発

電装置を通して発電します。発

電する電気は概ね３５０ｋＷ。

これは自己消費を含めた量で

す。発電をしたあとの温泉水

は、１分間で９００ℓ、６５℃

となって先ほどの造湯槽、源泉のタンクで貯湯し、今までと何ら変わりなく温泉街

に供給します。

この発電装置の中には有機媒体、土湯ですと沸点が３６℃のノルマンペンタンと

いう有機媒体が入っており、蒸気と熱水との熱交換により蒸発して、そのエネルギ

ーで発電機を回す。そして、ノルマンペンタンの蒸気を冷却して、また液体に変え

て同じことを繰り返す、というサイクルになります。

この有機媒体の冷却について、一般的に空冷とするか、それとも水冷とするかと

いう課題があります。土湯の場合には、水が豊富なもんですから水冷方式をとりま

した。空冷ですと、よくビルの屋上にクーリングタワーがあるのをご承知かと思い

ますが、あれを何個も並べるようなやり方ですと非常に効率も落ちるということで

す。土湯の場合は水を使い、１時間に２６４トン、だいたい１分間に４０００リッ

ターぐらいを冷却に使います。１０℃の冷却水を使って、ここで冷却をするとその

水がなんと２１℃で排出されます。この温水を将来的には養殖とか何かに利用した

いと考えています。
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もう一つのイメージですけれ

ども、これまでは蒸気・熱水を

先ほどの造湯槽、源泉のタンク

に入れて、山水と混合して温泉

街に温泉として供給してきまし

た。地熱バイナリーが始まる

と、造湯槽の前にバイナリー発

電機を入れて利用するというイ

メージになります。

バイナリー発電事業の概要と

効果です。年間出力は４００ｋ

Ｗを予定しています。送電端出

力としては大体３５０ｋＷぐら

いとなり、年間発電量は概ね２

６０万ｋＷ／h。一般家庭に換

算しますと大体５００世帯分く

らいを賄えるだろうと考えてい

ます。

総事業費は、バイナリーに関

しては７億円で、そのうち補助

金が１０％。これは先ほどのＦ

ＩＴ（固定価格買取制度）を使いますと最大補助金が１０％しか使えないというも

のです。

バイナリー発電の収入は年１億円を見込んでいます。

発電機はアメリカのオーマットという会社製のものを使いました。企画・設計・

施行については、ＪＦＥエンジニアリングが担当し、事業の効果についてはここに

６点ほど書きました。

まず、既存温泉の利用でリスクを伴わないという点ですが、先ほどのフラッシュ

発電の場合では新しく井戸を掘ったり、しかも深度もかなり深く掘って、取り出す

量も半端じゃないということですけれども、土湯の場合には、今まで使っていた温

泉・源泉を発電に使うということでリスクはともないません。

それから、熱くてなかなか利用価値がなかった高温の温泉が観光資源に変わり、

有効に活用できます。

将来的にはエネルギーの地産地消も可能ですし、新たな事業、例えば、先ほど排
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水される冷却水の利活用なんかもできるので、養殖とかハウス園芸を展開していく

など、名物を作っていくことも見込めます。

そして経済の好循環が図られ、地域の活性化に寄与する、こういったことが事業

の効果ではないかと思っております。

３番目の土湯温泉町東鴉川

（ひがしからすがわ）水力発電

所の事業についてご説明しま

す。

この吊り橋は、平成１８年

に、環境省の国民保養温泉地を

対象としたふれあい安らぎ温泉

地事業でできたものです。その

下に砂防堰堤がありますが、こ

れはコンクリートで作った偽岩

なんです。偽岩による砂防堰堤

は、全国の国土交通省の事例で

すと、３か所か４か所ぐらいしかないと聞いております。これもコストがかなりか

かるものです。

小水力発電は、砂防堰堤の落差と水量を利用して発電を行うもので、土湯温泉町

は一級河川荒川のほか、東西に色々な支流がありますので、それを利用しておりま

す。

先程お話ししたとおり、土湯

は昭和１１年から国の国土交通

省の直轄の砂防地域に指定され

ており、３５か所の砂防堰堤が

ありますが、そのうちの１つ、

昭和２７年に建設された東鴉川

砂防堰堤を使っています。
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これは、パース図ですけれども、長さは

３３０ｍ、高低差大体４５ｍぐらいの落差

を利用して発電をするようになっていま

す。ここには、見学体験施設も併設するこ

とで進めております。

これは建設現場の風景です。これが先ほ

どの東鴉川第３砂防堰堤です。これは昭和

２７年の建設なもんですから、文化庁の有

形文化財に指定されているんですけれど、

そこに穴を開けさせてもらって、ここに取

水管を入れて、発電所の近くに放水をしま

す。

発電所の建屋は半地下式となっていま

す。

沈殿槽で不純なものを沈殿をさせたうえ

で、６００ミリ、６０センチの口径の導水

管で引き込んで発電することになります。

発電機は意外と小さいものです。クロス

フローという水車を使います。
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東鴉川水力発電所の概要と効

果です。

出力は１４０ｋＷ、送電端も

１３０ｋＷぐらいが最大と想定

しています。年間発電量は大体

８０万ｋｗぐらいを想定してい

ます。一般家庭にしますと、大

体１６０世帯から１７０世帯分

です。

総事業費は３億円かかりま

す。そのうち補助金は先程と同

様１０％の採択を一度もらった

んですが、そのあと新たな補助金が出まして、それに差し替えてもらいました。こ

ちらは上限が１億円の補助金で、市民交流型再生可能エネルギー導入促進補助とい

う福島県による補助金です。

ですから、３億円のうち１億円を補助金で賄い、残りの２億円を融資という形で

準備します。

売電収入は年間大体３千万円ぐらいを見込んでおります。

発電機は、富士電機の製品を使いまして、水車は田中水力さん、それから設計は

株式会社ニュージェックが担っていただきました。

この事業の効果については、バイナリー発電事業と似たようなところがあります

が、防災施設が観光資源に変わること、即ち砂防ダムが観光資源に変わります。そ

れからエネルギーの地産地消により経済の好循環が図られ、地域の経済活性化に寄

与できるのではないかということです。

実は、この小水力発電事業に

取り組んでおりましたら、地域

の先人が同じような場所で水力

発電をやっていたという歴史に

たどり着くことができました。

１９１９年、大正８年ですか

ね、朝倉卯八さんという方が代

表になって、「土湯電気株式会

社」と言うのを作られたんです

ね。出力はなんと５２ｋｗ、そ

の当時では大変だったと思いま

す。これが発電所でして、今、温泉街の観光協会のある辺りになります。この川と

いうのは、現在流域が変わっていますが、その上流から導水管を引いて発電をして
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いたようです。昔を知っている今９０才を超える方に聞いたところ、朝学校に行く

時、この発電所のゴォーっという音に、非常に元気をもらったという話をしていた

だきました。

その当時のボックスカルバート、取水管のコンクリートの跡なんかも、今残って

いますので、そういったものも紹介をしていきたいと思っています。

今回の都市再生整備事業、それから再生可能エネルギー、こういったものはあく

までも手段であって、最終的にはこれらを通じて、土湯温泉をどういう形で復興し

て、また、震災以前に勝るような温泉街を作るかというのが、目標、目的です。

そんなことで、復興再生を果たすだけではなくて、震災前を超えるような新しい

土湯づくりに挑戦しているという状況です。

最後になりますが、土湯温泉

町も、震災と原発事故で非常に

疲弊した状態で、ピンチをチャ

ンスに変えるということで、新

しい土湯の歴史を作っていきた

いということで、今頑張ってい

るところです。

観光とは、その国の光を観る

と言われます。これから新しい

土湯温泉が今年・来年この二か

年のうちには、大きく形を変え

て、新たに皆さま方をお迎えで

きる、そういうことが達成できると思っております。

ご清聴大変ありがとうございました。



講演 「自然エネルギーの地産地消による意義と課題」

講師 千葉エコ・エネルギー株式会社 代表取締役社長 馬上丈司 氏

司会

それでは続きまして、千葉エコ・エネルギー株式会社代表取締役社長馬上丈司様

より「自然エネルギーの地産地消による意義と課題」という演題でご講演をいただ

きます。

馬上様は千葉大学法経学部をご卒業後、千葉大学大学院人文社会学科研究科にて

地方自治体における再生可能エネルギー政策に関する研究をされました。そして日

本で初となる「公共学」の博士号を取得されておられます。その後2012年10月1日

に千葉エコ・エネルギー株式会社を設立され「自然をエネルギーに、エネルギーを

未来に」を合言葉に自然エネルギー開発事業、事業性評価、調査研究等に取り組ん

でおられます。

本日は、自然エネルギーの地産地消が有している意義と課題を、実務家としての

知見と学術的知見の両面からお話しいただきます。

それでは馬上様、よろしくお願いします。

講師 馬上丈司 氏

ただいまご紹介にあずかりま

した、千葉エコ・エネルギー株

式会社の馬上と申します。本日

はこのような場にお招きいただ

きまして本当にありがとうござ

います。

私は千葉大学で自然エネルギ

ーの政策というものをだいたい

９年半くらい学びまして、その

まま大学の講師をしている時に

この千葉エコ・エネルギーとい

う会社を設立しました。今まさ

に、研究者として制度・政策の研究をしながら、実務家としてそのエネルギーの事

業化のお手伝いを各地でしているということで、今日は短い時間ですが、自然エネ

ルギーの地産地消についてお話しさせていただきます。

今、再生可能エネルギー・自然エネルギーが、日本各地で増えているんですけれ

ども、実際にどういった形で我々はその自然エネルギーの導入に向き合っていくの

か、それから将来の社会を考えていくにあたって、我々はエネルギーをどのように

利用していくのかといったところについて、多少なりともみなさまにいろいろなお

話を差し上げられればと思います。

1
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まず簡単に自己紹介をさせて

いただきます。

私は、千葉大学のほうで自然

エネルギーの政策というものを

中心に学びまして、学位として

は、みなさんも聞きなれないと

思いますが「公共学」という博

士号を頂戴しております。

これは定義としては難しいん

ですが、社会的な問題一般、例

えば環境問題ですとか、福祉問

題ですとか、労働問題ですと

か、いろいろな問題を解決するにあたって、相互に連携するところ、あるいは関連

するところが出てきますので、そこを多角的な視点から解決するものだというふう

に、これをいただいた時に教授会のほうからは承っております。

専門としてはもともとエネルギー政策のほかに公共政策、それから地域政策とい

ったものをやっておりまして、今日お話する自然エネルギーというのもやはり地域

づくり、街づくり、それから雇用の問題でありますとか産業の創出ですとか、いろ

いろな方面から関わってまいりますので、今日はそういったところからも多少なり

ともお話をさせていただきたいと思います。

会社のことも簡単にご紹介さ

せていたきますが、設立はご紹

介にありましたとおり2012年の1

0月1日です。当初、千葉大学の

講師をしている時に、千葉大学

は国立大学としては大きい方で

すし、教職員・学生合わせて2万

人近い人々が所属しており、そ

れだけのエネルギーを消費して

おりますので、当然ながら省エ

ネ、自然エネルギーに取り組ん

でいく責任があるだろうということで大学にいろいろ提案を上げていましたが、な

かなか国立大学というのは動いてくれませんでした。また、震災の後にいろいろな

方が自然エネルギーの実務に取り組まれている中で，研究者としてこういった政策

がありますよ、こういった制度がありますよ、こういった考え方ができますよ、と
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いうことはお伝えできるんですが、実際の実務についてはなかなかお手伝いできな

いことが多いことを痛感しました。そこで、社会の制度・政策それから事業が動い

ている今、実際自分も実業の部分をやってみることで、もっといろいろな事業のお

手伝いであるとか、地域に入ってアクションが起こせるのではないか、ということ

で設立したのがこの会社ということになります。

ちょうど大学の講師をやっていた時に立ち上げましたので、実はいまだに半分く

らい学生が入っています。当初学部の１年生だった子も参加してくれて今４年生で

して、また、園芸学であるとか工学であるとか幅広い子たちが参加してくれていま

す。会社としては平均年齢がおそらく25～6才ぐらい、非常に若い会社となってお

ります。

実際の事業としては、自然エネルギーの発電所をつくるお手伝い、自治体と共同

しての政策の立案、自社での発電事業なども取り組んでおります。

会社の実績としては、本社の

ある千葉市内に太陽光発電所を

保有しており、また、長野や宮

崎で自治体から依頼を受けまし

て、エネルギーの推進計画の策

定ですとか、条例づくりといっ

たところのお手伝いもやらせて

いただいております。

こういった、私自身がもとも

と研究者として持っているバッ

クグラウンドと、実際に各地で

実務に取り組んできた経験を踏まえて、今日は自然エネルギーというものが、特に

地域で取り組むことにどういった意義があるのかというところを、まず最初は簡単

に今わが国のエネルギー事情というものがどうなっているかというところから入っ

て、最後は地産地消、あるいはさまざまなエネルギー事業を地域でやることによっ

てどんなメリットが生まれるのかというところまでお話をしていきたいと思いま

す。
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まず最初に、皆様にお考え頂

きたいことがございまして、そ

れは、我々は今なんで自然エネ

ルギーというものにこれだけ社

会的なコストをかけて取り組も

うとしているのかということで

す。

私は、実は今この点につい

て、日本では定まった軸がない

と考えております。

もともと日本は太陽光発電が

盛んだったんですが、その頃はやはり地球温暖化対策、CO2の少ない、二酸化炭素

排出の少ないエネルギー源として太陽光発電をやっていくんだということで、ひと

頃は世界第一位の太陽光発電大国でした。

大体２０００年代ぐらいまでは、方向性として、自然エネルギーというものはコ

ストがかかるけれども段階的にやっていかなきゃならないよねということが社会的

感覚としてあったわけですが、それが２０１１年の原発事故により大きく転換しま

して、新しいエネルギー源として、原子力ではなくて自然エネルギーだというよう

な流れが一つ出てまいりました。

このように、原発事故後当初は、脱原発といった方向性の中で自然エネルギーが

原発の代替として出てきたんですけれども、それから４年以上経過しまして、やは

り自然エネルギーのためにかなりの社会的費用を我々自身が電気代という形で負担

して、増やしていっている状況にあります。

そう考えた時に、私は自然エネルギーを選択する理由として、５つの軸があるの

かなというふうに考えています。

１つは、やはり持続可能な資源利用です。要は、化石燃料ですとかあるいは原子

力の核燃料もやはり有限なものであって、持続可能な将来世代にわたって繋いでい

けるようなエネルギーは、やはり太陽光や風力や水力や地熱やバイオマスといった

自然資源であろうということです。長期的、安定的に、我々が今の生活を続けられ

るように資源を確保していくには、自然エネルギーは非常に意義があるのではない

かということです。

次に、震災以降、火力発電等を動かすにあたって、化石燃料を海外から輸入する

ために１０兆円・２０兆円という追加的なコストを我々は支払っている訳ですけれ

ども、それが自然エネルギーで賄うことができれば資源輸入の抑制になるというこ

と、そして、輸入資金であったものが国内に何らかの形で還流すれば、全く違う経

済効果が生まれるだろうということです、

また、資源消費自体の環境負荷の問題があります。原発もそうですし、それから

火力発電所も環境負荷が高いものです。福島でもかつて２００９年に小名浜に石炭
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火力発電所の新設計画があった時に、環境大臣が環境影響評価の意見でそれを差し

止めたという事例もございますし、それからつい先日も山口県の宇部の石炭火力発

電所に対してやはり環境大臣が、CO2の増加という観点から反対意見を出したとこ

ろです。現在我々が使っている資源というものはどうしても環境負荷が高いので、

それを抑制するためにやはり自然エネルギーに転換して環境負荷の低いものを使っ

ていくべきではないかということです。これは１９９０年代それから２０００年代

を通じて我々が持ってきた自然エネルギーを選ぶ理由でございました。

そして、今日のお話の軸でもありますけれども、地域の資源、いわゆる自然資源

を活用することによって、エネルギー産業というものが各地に生まれてくることで

す。今まで我々の生活というのは、大きなプラントで作られた電気を自分たちが住

んでいる市町村の外から買っているということがほとんどですし、そういう点で

は、地域の経済収支というのは常にマイナスで、地域の外にどんどん資源・お金が

出て行ってしまうわけです。

特に東北ですと秋田はよくこの業界だと引き合いに出されるんですけれども、秋

田県で１年間に必要な化石燃料を購入するために必要な代金と、それからあきたこ

まちの年間生産量の収入というものがほぼ同じであって、秋田県民は１年間の化石

燃料代を稼ぐためにあきたこまちを売っているというような例えがされます。

それぐらい我々は膨大なエネルギー資源というものを地域の外から買わざるを得

ないのですが、地域のエネルギー産業により、地域の外からエネルギーを買わなく

て済み、資本が流出していかないで済むことになります。エネルギーが余れば外に

得ることによって新しい収益が得られますし、エネルギー産業により雇用が生まれ

れば、人も留まるということになります。

こういった自然エネルギーを

選択をする理由が様々ございま

して、何を理由として自然エネ

ルギーに取組むかによって、当

然負担できるコストも変わって

きますし取組む主体というもの

も変わってくることになりま

す。

今のわが国の自然エネルギー

の政策に立ち戻りますと、今、

２０３０年のエネルギーの供給

構造の議論はあるんですけれども、その先２０５０年、あるいは２１００年におい

て、我々はどういった社会を作っていきたいのか、最終的に我々は自然エネルギー

１００％の社会を目指すのか、といったところの社会的な合意が実は無くて、１５

年後どうするかといった議論にばかり終始している状況があります。
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その背景としては、そもそもなぜ自然エネルギーを使うんだろうというところ

の、言ってしまえば国民一人一人の考えというものが一致してない部分もあります

し、それから社会的にこのために自然エネルギーを使うんだと、そのためにわれわ

れは今これだけの経済的負担であるとか、努力をして増やしていくんだというとこ

ろの背景が欠けているのではないかと思います。

この点については、私は、やはり地域経済の貢献に資する、地産地消のエネルギ

ー・自然エネルギーというものが非常に意味を持つと思っておりまして、ただ一方

でそれが少なくとも、霞が関・永田町の視点には欠けているところではないかなと

思っております。

さらに関連する政策を見ていきますと、たとえば固定価格買取制度、エネルギー

問題は経済産業省の所管ですが、農地利用やソーラーシェアリングという話になる

と農林水産省が管轄して、地方自治体が町おこしでやりたいとなれば総務省が管轄

して、小水力とかそういう話になれば国土交通省が出てきて、環境影響評価であれ

ば環境省が出て来る、といったように、各省庁が自分たちの管轄の範囲でバラバラ

なことをやってしまっているので、どうしても政策に一貫性が無い状況です。環境

省と農水省あたりが生物多様性とか里山あたりで政策が衝突するということも見え

ております。

さらにその先の問題として最近話題になっているのは、環境保護ですとか資源保

全、自然エネルギーを増やす中で太陽光発電所を作ることによって森林が削られて

いく、或いは大分の方で話題になっていますけれども温泉地の景観を保全するため

に太陽光（発電所）の建設を差し止めたりですとか、私が住んでおります千葉の方

でも景観条例に太陽光（発電所）を含めると、或いは富士山の周辺でも太陽光発電

所の設置を規制するといった中で、自然エネルギーの導入というものが実は手放し

で進められるものではなくて、様々な地元のそれまでの政策あるいは景観保全・環

境保全との調整というものも必要となってくることです。

自然エネルギーを利用することにはこういった本当にいろいろな問題が絡んでま

いります。
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日本のエネルギー政策史を見

ていきますと、初めて民間の電

力会社ができたのが1886年、東

京電燈という会社でして、ちょ

うど来年で日本の電気事業が始

まって130年を迎えることになり

ます。

戦前は日本の電気は主に水力

発電で作られておりまして、特

に福島の場合は東京・首都圏に

対して水力発電で電気を供給す

る資源基地でした。猪苗代の方に行きますと、100年以上前に建てられた特別高圧

の鉄塔、当時のアメリカ製のものですけれども、そういった設備が遺構として見ら

れたり、あるいは100年以上たってもいまだに稼働していたりします。

このような1900年代前半のエネルギー事業、特に電力事業・電気事業というもの

は、実は民間が、各地域が持っていました。

だいたい大正の中期くらいの最盛期には、日本全国に860以上もの電力会社・電

気事業者がありました。それが戦争の時にたった一つの会社にまとめられまして、

それが戦後、敗戦してからGHQによって再度今の北海道電力から九州電力まで、当

時沖縄は占領統治下でしたので、9つの電力会社に分割されてそれが現在まで至っ

ています。

そういったところを見ますと、実は今各地で電気事業者が立ち上がっているとい

うのは、ある種戦前に見られた、われわれの先人たちが一度通った道に再び戻ろう

としているといえると思います。当時は、土湯のお話にもありましたように、地元

の人たちが自分たちでお金を出し合って発電所を作っていました。その当時は、中

央政府には地方のインフラを整備する力も無かったですし、お金も無かったです

し、そういった中で、最初に東京にこの東京電燈という電力会社ができました。そ

うすると、大阪ですとか京都とか名古屋とか神戸とかが張り合いだすんですね。ウ

チも電気を入れると。当時発電所といってもせいぜい直線半径2キロくらいしか供

給できなかったので、どんどん電力会社ができていって地域間の競争、プライドを

かけた競争となったわけです。それから、例えば山間地域でも、自分たちも電気を

使いたいということで電力・電気事業者ができてきて、最終的には今の日本の電力

網が構築されていきました。

こうしてみると、実はわれわれは今、かつてあった体制、地域のあり方に再び戻

っていこうとしているようにも思われます。

そして、最近のそのエネルギーの政策の根幹にありますのが、この赤字（モニタ

ー上）になっています第四次エネルギー基本計画となります。
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第四次エネルギー基本計画の

内容ですが、政策課題としては

責任あるエネルギー政策という

言葉ですとか化石燃料の海外輸

入への依存度が高いですとか、

それから気候変動の対策、それ

から原子力の安全性といったと

ころもいろいろと書かれていま

すが、少なくとも昨年通ったこ

の第四次エネルギー基本計画の

中では、原子力は着実に進めて

いくということが謳われており

ます。原子力の安全性は新たな規制制度で担保するということになっており、要は

当然再稼働させて原子力を使っていくことを前提に国の方で安全安心を確保するた

めの制度を整えますよということが書かれています。

ただ一方で、再生可能エネル

ギー・自然エネルギーをどうす

るかというところはやはり曖昧

な内容に終始しています。

具体的な対策、要は今のよう

な課題がある中でどうやってこ

のエネルギー問題に取り組んで

いくかという中では、再生可能

エネルギーの導入加速化という

ことは書かれていますが、具体

的にどう加速して、どういった

数値目標を掲げて、或いは最終

的にどこまで高めるのかといったところは書かれていません。ほかに石炭火力や天

然ガス・火力・既存のエネルギー源も効率を上げていきます、あるいはメタンハイ

ドレードですとか非在来型資源、新しく発掘される資源の開発も強化していきます

とか、当然放射性廃棄物も減容化・有害度低減を図っていくということは書かれて

いるんですけれども、やはり自然エネルギーというものは、このいろいろな手を打

っていく中の一つとしか捉えられていません。

この中には、今私が申し上げてきたように自然エネルギーが持つ他の面での、特

に地域活性化に資するというような視点は欠けておりますし、やはり既存のエネル

ギー源をいかに効率的に活用していくかというところに視点が置かれているのが特

徴です。



今から3つくらいデータをお

見せしますが、まず、日本の一

次エネルギー供給、どれくらい

資源を投入してわれわれは生活

しているかということです。

一番下のところが石油です

ね。次が石炭であって、天然ガ

スがあって一番上のところにち

ょっと新エネルギー・自然エネ

ルギーが乗っかっているという

ような状況です。

これはスタートが１９６５年

で、統計を取り始めたのはこのあたりからということなんですが、基本的に我々が

使う自然資源・天然資源の量というのは常に増え続けている状況で、相変わらずわ

れわれが一年間に使う資源の４０％以上は石油です。その上に２０％以上石炭が乗

って、天然ガスも乗って、我々の今の生活は約９０％が化石エネルギーで維持され

ていることが分かります。

次に、化石燃料の構成を比べ

ていきますと、アメリカ・イギ

リス・ドイツ・フランス・中国

・インドといろいろな国々があ

りますが、その中でも日本の化

石燃料の依存度は高く、実は中

国よりも高い状況です。

日本の化石燃料依存度は先進

国の中でもトップレベルであ

り、この状況をいかにして変え

ていくのかが課題です。

従来の国の見方からすれば、

それは原子力でやっていくんだというような話であったんですけれども、これを自

然エネルギーに置き換えていくか、いけるかどうか、というところも１つの課題と

なってまいります。

9
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これは最終エネルギー消費、

電気ですとか熱ですとかそうい

ったものをどの分野で使ってい

るかということを大きくまとめ

たものです。一番下にあるのが

産業部門で、工場とかですね。

それから我々の日常生活などの

家庭部門と、事務所などの業務

部門と、一番上に運輸部門が乗

っています。

これは１９７３年、第一次オ

イルショックの頃からのデータですが、産業部門はほぼ横ばいで、近年は少し減っ

ています。どれくらい増えたか減ったかというところが一番右端に書いてあるんで

すが、我々の日常生活に使う家庭部門ですとか、あるいはオフィスですとか店舗で

使うような業務部門ですとかは、使用するエネルギーがこの４０年の間で、実は２

倍・３倍に増えてきていることが分かります。

この赤線のところがGDPの伸びで、要は経済成長ですね。経済成長すれば、必然

的にエネルギー資源消費というものが増えてきてしまいます。日本という国は省エ

ネに邁進してきたというイメージがあるんですけども、実際問題、エネルギー消費

という点では減ってはいません。それから特に、家庭部門・業務部門ではエアコン

が普及し、最近ですとIT機器が普及してきて、むしろエネルギーを使う場面が増え

てしまっているというところが影響しております。

それから運輸部門は、例えば再生可能エネルギーですとか、原子力が増えてもあ

まり変わらないところです。なぜかと言いますと、ガソリンですとか、軽油ですと

か、重油ですとかそういった石油のエネルギーというのは、車のほとんどが電気自

動車になれば別なんですけれども、一向に変わっていかない。実はこういった燃料

消費される化石燃料をどのようにして減らしていくかですとか、あるいは産業部門

ですと製鉄所なんかの熱利用が課題となります。日本の化石燃料消費の７割は燃料

と熱に使われています。仮に電気を１００％自然エネルギーで作ります、あるいは

原発で作ります、としたとしても、残り７割の化石燃料は残ってしまい、３０％し

か減らせないことになります。このような議論も現在欠けているところです。



11

固定価格買取制度は、最近自

然エネルギーを増やすための制

度ということで注目されてい

て、これは要は、自然エネルギ

ーから作られたエネルギーは電

力会社が買ってくれて、それに

対して我々が一部お金を負担す

ることによって、電力会社とし

ては収益が担保されるという仕

組みです。

その中身を分解してみます

と、仮に太陽光発電の例ですけ

れども、１ｋＷｈの電気を４０

円で電力会社が買い取ってくれ

ますということですが、実は電

力会社の正味負担はこの図のと

おりとなります。

これは東京電力の例ですが、

平成２６年度ですと、東京電力

が負担するのは１２．４２円だ

けです。残りの２７．５８円が

われわれの電気料金から支払われていまして、こうしてみると電力会社はどれだけ

再生可能エネルギー電気を買い入れても、懐は痛くないということになります。

今、いわゆる回避可能費用、回避可能原価と電力会社の仕入価格というものをど

う決めるのかというのも議論になってはいますが、少なくとも電力会社としては、

例えば石油火力発電なんかは１ｋｗｈあたり３０円、４０円というコストがかかる

わけで、それよりは低いコストで再生可能エネルギーの電気を仕入れて、われわれ

に１ｋｗ２５円とか３０円で売っているという構造です。電力会社としては、買取

制度自体を経済的な面から拒否する理由がないというものも、実は制度の仕組みと

してございます。
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買取制度が入ってから、どれ

くらい自然エネルギーが増えた

かというところを見ていくと、

いわゆる事業用の太陽光発電が

１２５３万ｋＷ、制度導入前の

１００倍近くまで増えていま

す。

一方で、地熱、小水力はあま

り増えてないという現状があり

ます。地熱や小水力が増えてい

ないのは、国の方でも議論にな

っているんですが、事業化するのに非常に時間がかかることが問題です。

太陽光発電所は場所を決めて作ろうと思えば、メガソーラーでも１年あればなん

とか事業化できるんですが、地熱や小水力になるとどうしても３年、５年、１０年

といった期間をみていかなければいけません。そういう点では、よく太陽光がたく

さん増えて不公平だという話はあるんですけれども、他のものはもっと時間がかか

るもので、もっと長期的な視野で考えていかなければ太陽光以外の自然エネルギー

の導入ができません。この点は、単年度で政策評価をしてしまうわれわれの日本と

いう国の政策ではなかなかクリアできない部分だと思います。

実際、太陽光発電がこの３年

ぐらいでどう増えてきたかとい

うと、この図の左端が２０１２

年の夏ぐらいでちょうど丸３年

前となります。年度末になると

急激に増えたりしているという

ところだけ、簡単にご紹介をし

ておきます。
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地域、地産地消というところ

から自然エネルギーをあらため

て見てみますと、特に来年度か

ら電力の自由化が始まって、我

々が買う電気を選べるようにな

ってくると、それを地域に供給

していくという事業も成り立っ

てくるようになります。

また、先ほど秋田の事例も挙

げましたけれども、地域単位で

資源輸入経済から脱却していく

ということにも自然エネルギー

は貢献していきます。

それから域内の直接雇用の創出ですとか、あるいは農業との密接な関係性という

ところも意義として挙げられます。

今、特に福島でもそうですし、あるいは東北でもそうですけれども、大きな発電

所のオーナーが誰か、地元で持っている事例がどれだけあるかということを少し気

にしていただくと、なかなかそういった事例が少ないということがありまして、特

に大きな発電所になればなるほど、実は外国の資本が入っているですとか、あるい

は東京の資本がやっていて、結局地元にお金が落ちないということになります。外

国資本が作ってしまえば、それは海外から資源を買っているのと変わらないことに

なってしまいます。地元で自然エネルギーが作られているけれども、お金は海外へ

出ていってしまうという状況も生じていまして、そういう点では、可能な限り地域

で発電所を作っていく、エネルギーを作っていくことを進めていかないと、結局の

ところお金を払う先、使うエネルギーの質が変わっただけで、最初のほうにお話し

した根本的な問題解決には繋がっていかないという課題もございます。

さらに、私が各地で自然エネルギーの事業のアドバイスをしていると、長期持続

可能な地域エネルギー産業を実現したいといったお話もあるんですけれども、だい

たい自然エネルギーの発電事業は２０年、３０年、５０年と続けていかないといけ

ないものです。最初に取組む方々はやはり人生経験の豊富な諸先輩方にやっていた

だくということはいいと思いますが、そこから先、２０年で例えばバトンを渡す先

はありますかという問題があります。最初に事業を計画する段階で、皆さんのお子

さんですとかお孫さんの世代の人が参加しているかというと、なかなかそういう事

例が少ないです。今は頑張って発電事業を始めることができたとしても、将来的に

その地域に残ってエネルギー事業に取り組み、あるいは、そこから派生して新しい

産業を作ってくれる世代が参加していないと、長期的には問題が解決していかず、

一時的に自然エネルギーというものには転換できたけれども、地域には人が残らな

かったという問題も起こりえます。
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そういった点では、かつてエネルギーを地産地消していた、要は戦前ですね、８

６０の電気事業者があって自分たちで自分たちが使うエネルギーを使っていた時代

と大きく違うのは、やはり先を見据えた時に、地域が自然エネルギーを使うことに

よって、本当に発展し、栄えていくかどうかというところです。戦前であれば、新

しく電気が入ったということになれば、例えば工場が動かせる、これで新しい産業

ができるということになるんですけれども、いま自然エネルギーが増えたからとい

って、何か新しい産業ができるのかという話になってしまうところも多いです。こ

れが例えばいわゆる木質バイオマスで林業と絡む場合とか、畜産バイオマスで酪農

と絡む場合などは当然一次産業の活性化に繋がりますし、それから、観光として人

を外から呼び込むような体験型の施設を持って、観光客や視察が増えてくるという

ケースや、あるいはエネルギーを地域の外に売る収益によって若い人を試験的に雇

用して、例えば３年ぐらい収入を保証するから、その間にこの地元で新しい仕事を

興してくれないかですとか、そういった支援に使うという動きも出てきてはいま

す。ただそれがやはりわずかであるというのも実態であります。

そこで、２つほど事例を紹介

いたしますが、１つは基調報告

にもありましたソーラーシェア

リングです。

福島ですと、南相馬などで取

り組んでいる事例があります。

これはいわゆる営農型太陽光

発電というもので、要は農地の

上に太陽光発電設備を設置して

いるものです。

この写真は千葉の事例です

が、これがどういった効果を生

むかを考えていきますと、食料を生産する農地の上で同時並行的にエネルギーを生

産できるということになります。

特にソーラーシェアリング、営農型太陽光発電への取り組みは、これで農業用の

設備を動かしたい、また、今太陽光発電の買取価格がどんどん下がっているのでむ

しろ自家消費してしまおう、あるいはやはり地域での持続可能な形での農業用機械

や機材の燃料利用といった様々な観点から、自然エネルギーを積極的に取り入れて

いく動きと捉えることができると思います。

それから、これは営農型なので、当然下で農業をしていることが前提ですので、

休耕地を再生していこうという動きにもつながります。私も今千葉で、７０町歩の

農地でソーラーシェアリングと休耕地再生に取り組んでいます。これは、７０町歩

の農地のうち１３町歩が休耕地なのですが、そこに人を呼び込んで、売電の収入を
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もって最初の耕作をするための費用にあてていこうとする事業です。

それから、一部の作物ではこの上にソーラーパネルが置かれて影が落ちることで

かえって農業生産量が上がるですとか、それから先ほど申し上げた新規就農者の支

援との関わりで居住人口が増え、休耕地で農作物の生産がされ、発電所ができれ

ば、市町村では住民税、固定資産税、事業税等の税収も増えていく点など、地域に

とってはたくさんメリットがあります。

このソーラーシェアリングは、まだかなり制度的なハードルもあって、普及はこ

れからかなという感想もあるんですけれども、ひとつ地産地消のエネルギーをする

にあたって、環境問題と両立させ、かつ他の産業、第一次産業である農業と関連す

ることができるひとつの形と言えると思います。

もう１つ、紹介する事例は木

質バイオマス利用です。

最近は国の方でも小型の木質

バイオマス発電を推進したいと

いうことで、買取制度を見直し

ているところです。

特にこれは林業と直接関わっ

てきますので、資源を確保する

段階で地域にお金が落ちていく

ことになります。また、発電所

は電気だけではなくて膨大な熱

を生み出しますので、その熱を

利用することが考えられます。栃木の方なんかにありますけれども、内陸の方でチ

ョウザメを育てたり、アワビの養殖ですとか、そういった産業も興せるというメリ

ットがあります。

一方で国は、間伐を進めたいということで木質バイオマスを進めており、これは

森林生態系の保全、林業家の育成という点につながります。

実はもうちょっと幅広いところでいうと、エネルギーとして使うこと自体が環境

保護につながるという意義があり、今まで重油のボイラーを焚いていたものを薪の

ボイラーにすることで大気汚染の防止につながり、間伐が進むことによって健全な

森林が育成されて土砂災害の防止につながるというメリットがあります。最近です

と広島や九州の方でも土砂災害があるんですけれども、適切な森林の管理がなされ

ていないことによって、将来的に我々は災害のリスクであるとか様々な問題を抱え

ている、その解決にも資するという意義もあります。

ですから、単純にクリーンなエネルギー、あるいは地元に売電の収入が落ちると

いうだけではなくて、派生的な効果が非常に大きいと、逆に言えばそこにもしっか

りと視点を当てていかないと、自然エネルギーを利用する魅力というものは非常に
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低くなってきてしまうということになります。

ただ一方で、この木質バイオマスの事例ですとか、先程のソーラーシェアリング

の事例ですと、じゃあ誰が営農するのか、あるいは誰が林業家として山林の管理を

していくのかというところも地域の課題としてありまして、地産地消するうえでの

人の育成といったところも実は今非常に課題となっています。

エネルギー事業で収入は得られるけれども、それによって地域に本当に産業がで

きて若い人がとどまり人口が増えて地域が再生していくのか、活性化していくのか

というところまで見据えていくことが、自然エネルギーの地産地消の意義として大

きいのかなというところを感じております。

それから今日は弁護士のみな

さんがたくさんいらっしゃる場

ということで、最後に、固定価

格買取制度を含めてこれだけ地

域でエネルギー産業が増えてく

ると、あらたな法的な問題が生

じてくることをお話しします。

エネルギー事業は、今まで取

り組んだことがある方はそれほ

どいない、地域ではほとんどみ

なさんやったことが無いです

し、しかも電気を売る相手は、

今まで独占で事業をやってきた電力会社であることから、電力会社と電力を売買す

る契約を結ぶときの問題があります。

この契約は20年間拘束され、しかも電気というものはかなり安定して供給しなけ

ればいけない、あるいは常に作った量だけ消費されるバランスをとらなければいけ

ないという問題があり、そういった中で契約書を見ることに不慣れであったりと

か、電力会社の法務部門とやりあうということになってくると、なかなか地域の事

業者の方では難しいところがあります。しかし、電力会社に電気を買ってもらわな

ければ事業ができないので、そこが大きなジレンマとして出てきます。

例えば電力会社側の事由によって送電線に繋ぐ工事が遅れることはよくあります

し、しかも電力会社側そのような場合に「補償します」ではなくて、むしろ追加工

事の費用を請求してくることが往々にしてありますが、事業者側としてはなるべく

早く売電事業を開始したいのでその要求に応じざるを得ないことがあります。

また、電力会社が１社独占で送電網とかを持っていますから、電力会社から発電

所から送電網に繋ぐにはこれだけ費用がかかりますよと言われると、それに対して

なかなか地域の事業者が抗弁をすることも難しいです。

あるいは、契約の中に、発電所から供給される電気の品質に問題があったら事前
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の通告無しに電力会社の判断で供給を止めていいですよとか、それに対する補償の

規程が無いといった問題があります。

それから、最近の話題ですと「出力抑制」「出力制御」といって、電気の需要と

供給のバランスが崩れそうな時には発電事業者に対して発電を止めてくださいとい

う指示ができる、そういった条項が入っているんですけれども、例えば出力を抑制

する期間、従来は年間30日以内ですとかそういった制限がある中で、30日のうちの

1日の定義ってなんですか、1時間でも止まったら1日ですか、あるいは24時間止ま

らないと1日にはならないのですか、といった点が契約書の中に書かれていないと

いう問題があります。この出力抑制については、契約上、電力会社が先んじて「明

日止めなきゃいけないから止めてください」と指示を出した後に、遅滞なく合理的

な理由を書面で提示した場合にのみ補償しなくていいということが書いてあるんで

すけれども、電力会社が示してきた理由が合理的かどうかというものを一般の発電

事業者さんが判断できるのかという問題もありますし、また、それに対して発電事

業者が不服がある場合でも、例えば第三者の仲裁機関というものは存在しません。

これから先、メガソーラーですとか大きな発電所が止められると、1日止められ

るだけで損失が何百万円になるといったことも考えられ、場合によっては、電力会

社の示してきた理由が合理的でないということで、今後電力会社に対する訴訟が増

えてくる可能性もあります。

今、事業用の太陽光発電所などは、全国で20万基、30万基とできてきています。

ということは、それだけ今まで想定されなかった契約関係のトラブルが増えてくる

わけです。そういった問題については国は事後的にしか対策を立ててくれないです

し、市町村ではエネルギー事業の許認可権を一切持っていませんし、そうすると、

それこそ地域で頑張っている人たちはトラブルが起きた時に非常に困った状況に追

い込まれてしまうと可能性があります。

自然エネルギーの地産地消を進めていくと、当然こういった問題に対処するにあ

たって、専門家という立場からの支援が非常に必要となってくるだろうと私は考え

ております。

これから先、自然エネルギーを広めていくにあたっては、みなさんのお力添えと

いうものも非常に重要なものとなってくるというふうに考えておりますので、ぜひ

ともこれから先もこの問題、あるいはこの取り組みについて関心を持っていただけ

ればと思います。

以上で私のお話を終了させていただきます。ご清聴ありがとうございました。



質疑応答

司会

それでは会場からご質問があれば、お受けしてぜひお二人の先生にお話・お答え

いただければと思います。ご質問のある方は挙手していただいて、どちらの先生

に，或いは両方の先生に、ということでご質問をお願いできればと思います。

三瓶会員

福島県弁護士会の三瓶と申します。

加藤先生、馬上先生、本日は貴重なお話をありがとうございました。

加藤先生に質問がございます。

震災後現在まで、このわずかな期間で小水力発電と地熱バイナリーと２つの事業

を進めてこられたということで、あまり前例も恐らくないものでしょうから、進め

ていく過程で色々なご苦労をされたりとか、あるいは問題に直面されたりというこ

とがあったのではないかと推察しますが、具体的にどのような点でご苦労されたと

か、あるいはどのような問題点があったかということについて教えていただきたい

のが１点目です。

もう１点、今後自然エネルギーをより普及していくためには、加藤先生が直面さ

れた課題や問題点がどういう風に解決されていく必要があるか、あるいはどういう

風になればより普及しやすくなるのではないかという点について、加藤先生の御意

見がもしございましたら教えて頂ければと思います。

加藤氏

一番最初のご質問です。やっぱり初めて手掛けたものですから、誰に何をどう聞

けばいいのかというところからのスタートで、全て手さぐりでした。

復興再生協議会が１０月にスタートして、土湯は地熱発電で再生を目指すことが

メディアに流れましたら、先ほどパートナーとなってくれたJFEエンジニアリング

から地熱の分野でノウハウを持っているのでぜひ支援させて頂きたいんですがどう

でしょうかという申し出があったところから、具体的にスタートしたという状況で

した。

計画を進めるにあたって大変だったのは、やはり許認可手続です。先ほど色々な

許認可手続のご紹介がありましたが、土湯温泉は国立公園の中で、自然公園法２種

・３種の地域ですから、規制が緩和されたといえどもそれなりの対応が必要でし

た。

特に小水力発電については、福島市が法定外公共物地内の作業許可を取りなさ

い、そのために測量をして、河川を特定しなさいと言ってきたんですね。私の方

で、それは河川の特定は福島市の所管の中でやる作業じゃないですかと言ったら、

うちがやると３年以上かかりますということか言うものですから、これは自分でや

るしかないと考え、お金を払って測量しました。

1
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そしたらですね、なんとそこに白抜地が出てきました。白抜地が出てくると測量

がなかなか難しく、法務局とも連携をとって進めていったら、誰の所有か分からな

いので、それは国のものというふうに福島市の財務局が言ってきました。

そして、福島市が問い合わせたところ、国の持ち物になってしまうと民間には貸

せないということになり、これでは困るということで、いろいろ対応を要しまし

た。結果的には、この白抜地は急傾斜地であって、今回の小水力発電事業の中で、

売買したり貸借したりするものではないことを理解していただき、縄延びしたもの

で最初から白抜地はなかったという形で最終決着するまでに１年かかりました。そ

んな事例が一つですけども手続き・許認可が非常に大変でした。

あとは地熱バイナリー発電ですと、消防法・危険物の取扱いに関する政令に引っ

かかり、バイナリー発電機の本体の周りに５メートルの保安帯を作れと言われまし

た。山の中で、傾斜地の猫の額みたいなところに作るもんですから、５メートル者

保安帯を作るとなると、造成工事費用を新たに要することになってしまいました。

法律とか規制とかは、私は常識を明文化したものと思っていますが、現実的に常

識的な対応をしていただけるとことが必要かなと思いました。

それと、最終的には事業資金の問題があったと思います。元気アップつちゆは資

本金２０００万でスタートしましたが、設立したばかりの会社であるのに、金融機

関からは貸付には担保が必要だと言われました。担保と言われましても、土湯温泉

ですからお湯ですから湯たんぽぐらいだったら準備できますと言ったんですけども

（笑）、それで苦労しましたね。それで先ほどの「JOGMEC」が債務保証８０％して

くれるということと、あとは日本生活金融公庫が無担保・無保証人で３億円まで１

事業の手当てをしてくれるということで、事業資金の確保につながりました。これ

も債務保証の手続きで１年～１年半ぐらいかかりました。

そういった色々なことを一つ一つクリアしながらなんとか形にできたという経過

でした。

司会

せっかくですので、そういったご経験から、今後どういうものがあればそのよう

な課題をクリアできるかというご意見があれば、ぜひお願いいたします。

加藤氏

そうですね、やっぱり行政の窓口なんかも、再生エネルギーに関するものを全て

受け付けるワンストップの窓口があると非常に助かるという感じがします。

あとは補助金制度ですね。今は確かに様々な補助金制度がありますが、なかなか

我々が使いやすくて、実際使って有効だなというような補助金がまだまだ少ないで

す。ですから、国の制度・仕組みの中でもそういったものを整えて頂くことが今後

とも必要になってくるのではないかと思います。

いずれにしても、これから再生可能エネルギーをどう進めるかというのは、行政

の規制緩和の部分とかですね、それを進めるための事業主体のあり方とか、あとは
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事業の金融支援とか、そういったものがもっともっと充実していかなくてはこれ以

上進んでいかないのではないかと、そんな感じがします。

司会

ありがとうございました。他にご質問ございますでしょうか。

渡邊 大会員

福島県弁護士会の渡邊と申します。本日は、貴重なお話をありがとうございまし

た。

馬上先生にご質問なんですけども、今の自然エネルギーの利用推進に向けて自治

体・県であるとか市町村といったところが、どういう役割を担うべきかについて、

ご意見をお聞かせください。

馬上氏

はい、自然エネルギーの地産地消の視点からお話しさせて頂いたんですけれど

も、実は日本のエネルギー政策上、特に地方自治体というのはエネルギー政策の権

限がほとんどなかったところです。

これが例えば環境問題、大気汚染防止法ですとかそういうところになると、県知

事が工場の稼働差止などの強い権限を持っているんですが、固定価格買取制度に関

して言えば、これだけ様々な地域で発電所が増えても、それに対して自治体が何か

をする権限というものはないところです。

ただこれから先、先ほど申し上げたような発電事業が広がっていった場合に、問

題が生じた時にまず市町村が一つの窓口になる形が理想的だと思います。また、事

例としては少ないですが、自治体自身が発電事業を行っていくことが挙げられま

す。戦前の電気事業者の話をしたんですけども、戦前は市町村が電気事業を持って

いる例も１５０ぐらいありました。それが今は、国内で数件ほどしかありません。

本当に小さい自治体ですと、地元の企業でもやりきれないから、自治体として電気

事業に取り組んで地域に電気を供給する主体になっていただく意義があると思いま

す。

それから今まさに国の方でも議論されていますが、買取制度に関連して自然エネ

ルギー政策に関する権限を希望する都道府県ですとか市町村に、権限を委譲すると

いう議論が出てきています。自治体にはぜひそういうところには積極的に手を挙げ

て頂いて、自分たちの地域の中で、エネルギーの事業を興していく、政策をやって

いくとそういうところに進んでいただければ、当然地域の活性化にも繋がります

し、それから他の環境問題、社会福祉ですとかいろいろな問題解決の一助となると

考えております。

司会

ありがとうございました。ほかにございますか。



4

平間会員

弁護士の平間と申します。本日は貴重なご講演ありがとうございました。

馬上先生にご質問ですが、優先接続の関係で、事業者が太陽光発電設備をどんど

ん作っていっても、接続可能量といいますか、それが確保されていないと政令とか

で買取を拒否されてしまうというのがあると思うんですが、政策的に今後優先接続

をちゃんと確保していくような仕組みというのは自治体レベル、それから国レベル

というのはどういうものが考えられるのでしょうか。

馬上氏

今、日本国中で問題になっているのは、発電所を作りたいけれども送電線に受け

入れてもらえないということです。

先日６月２４日、経済産業省の新エネルギー小委員会というものが開かれまし

て、その中でも買取制度の見直しの議論の中で、送電線をどうするかという話があ

りました。

この４月から、広域機関という日本全国の送電網の利用を調整する機関が発足し

ており、国の政策としては、そこにこれから全部調整させるとしています。今まで

は各電力会社が自分たちの管内ごとに送電線を管理していたんですけども、国全体

としてデータをもって調整する機関を作ったわけです。

ただ、その広域機関にいる人たちというのは、十電力会社からの出向者です。そ

うすると、やはりその広域機関が公平公正な第三者機関として判断をしてくれるの

かというところも疑問ですし、事業者側からすると広域機関が言っていることを検

証する手段がないんですね。

例えば福島の場合ですと、東北電力の送電網のほかに、特に浜通りの方では東京

電力の送電網があるんですが、送電網が使えないと東京電力に言われた時に、それ

は原発の分を確保しているのか、確保していないのかも情報として出てこないとい

う問題があります。

この点は、むしろ民間の側からどんどん訴えていく必要があり、特に経産省資源

エネルギー庁の人たちは、現場のこと知らないんで教えてくれというふうに結構言

ってくるんです。ですので、なるべくいろいろな事例をつくって、あるいはそうい

う問題があるということを皆さんに知って頂いて、それで政策を動かしていく必要

があります。

少なくとも今、国レベルで検討されているのは、大きい全国組織を作ったからそ

こに全部調整させますよということで終わってしまっているので、そういう点で

は、今のままだと解決されないと考えています。

渡辺委員

ありがとうございました。概ね時間いっぱいではありますが、あと一問ぐらいで

あれば可能ですので、最後にという方はおられますか。
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深谷会員

福島県弁護士会の深谷です。今日は貴重なご講演ありがとうございます。

加藤先生と馬上先生お二方にご質問なんですが、加藤先生には、地熱バイナリー

発電と小水力発電と言う形で立ち上げられた中で、もしもこういった点について弁

護士にサポートしてもらえれば助かった、というようなところがありましたら教え

て頂ければと思います。馬上先生には、ご講演の最後に電力会社との契約に関して

今後トラブルが発生してそこに弁護士の役割というか、求められるところがあるん

じゃないかというお話がありましたけれども、電力会社との契約以外の部分で、今

後自然エネルギーの利用促進に向けて弁護士に求められる役割あるいは期待される

部分というのがありましたら教えて頂ければ思います。

加藤氏

私共が手掛けてきた中で、特に権利関係をどう整理するかということは大きな課

題でした。先ほどの白抜地の事例など、我々は知識がないもんですから、どこにど

ういう風に当たってどうするかというのはまさに体当たりでの対応でした。ともか

く最終的にはこの発電所を完成させるというそういう想いだけを持っていろんな各

関係省庁にあたってきた訳です。ですから、そういった法的権利関係ですとか、そ

れに関わるリスク・トラブル等に今後皆さん方のアドバイス・お力というのは非常

に重要で、必要だと思います。

それから、やはり制度のあり方とか仕組みとかそういったものを、ぜひ皆さん方

にチェックをしていただいてもっと使いやす制度に変えるべきだと思います。国に

意見書を出して頂くとか、いろんな形で再生可能エネルギーの普及・振興のための

制度にを我々事業者が使いやすいものに変えて頂けるような、そういうこともご期

待を申し上げたいと思っております。

馬上氏

私のほうからですけれども、自然エネルギーの事業が始まることによって、権利

関係や、いろいろな制度・法律が絡んできていて、それを地域の人たちが自分たち

で勉強して解決していくとなるとそれだけで１年・２年要してしまいます。また、

国の機関と交渉しなければいけない、県と交渉しなければいけない、電力会社と交

渉しなければいけない、ということになると、実際その時点で諦めてしまう事業者

も多いんですね。

そういう点で、やはり法律の専門家としての弁護士の皆さんに期待するところも

ありますし、これから先、様々な事業に当たってのトラブルというものが出てくる

ときに先進的な事例、例えばヨーロッパは我々の１０年・２０年先んじていろいろ

なトラブルを経験してますので、そういった先進の事例をなるべく学んでおいて頂

いて、これからトラブルが起きた時にお手伝いいただく、あるいは、予防的な手を

打って頂くということも期待したいところです。
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制度、政策を変えた方がいいという話も、私も政策の研究者でもあるのでいろい

ろな所でお手伝いはするんですけれども、やはり手が足りないのは実態ですので、

地域に根ざしておられる法曹家の皆さんに尽力いただきたいというところもありま

す。

よく自然エネルギー先進国としてドイツが挙げられるんですけれども、ドイツで

は再生可能エネルギー法を作った時に、自然エネルギー・再生可能エネルギーを使

うということは、要は、将来世代に対して我々が今責任を果たすことだと、持続可

能な社会を繋いでいくという責任を果たすために再生可能エネルギー・自然エネル

ギーを使っていくんだということを、法律で謳っています。

そういう点では、自然エネルギーを使って持続可能な社会を築くということ自体

が、将来世代の権利を擁護することであると、生存する権利を守るために今我々が

アクションを起こしていくということにも繋がりますので、それはぜひとも皆さん

自身の一人一人の考えを持って頂いて、ご協力・ご尽力をいただければと思いま

す。

深谷会員

どうもありがとうございました。必死になって勉強したいと思います。

司会

はい、ありがとうございました。それでは、まだお聞きしたいことも若干あるか

も知れませんが時間となりましたので、会場質問を終了することといたします。

講演をいただきました、加藤様・馬上様本日は本当にありがとうございました。

会場からも、もう一度大きな拍手をお願いいたします。

（拍手）


